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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第35期
第２四半期
累計期間

第36期
第２四半期
累計期間

第35期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 6,435,436 7,000,001 13,922,247

経常利益 （千円） 430,798 453,723 1,089,361

四半期（当期）純利益 （千円） 274,372 295,178 692,552

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 750,000 750,000 750,000

発行済株式総数 （株） 4,395,000 8,790,000 4,395,000

純資産額 （千円） 5,045,053 5,643,404 5,396,552

総資産額 （千円） 7,675,750 7,984,597 8,318,172

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 31.22 33.58 78.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 17.00 14.00 38.00

自己資本比率 （％） 65.7 70.7 64.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 495,356 419,357 956,229

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △17,777 510 △19,694

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △103,616 △312,884 △301,793

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 4,079,487 4,447,249 4,340,265

 

回次
第35期
第２四半期
会計期間

第36期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 19.47 20.99

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

５．平成27年８月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

６．第36期第２四半期累計期間の１株当たり配当額14円は、市場変更記念配当３円を含んでおります。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用情勢に改善が見られ、景気はゆるやかな回復基調で

推移しましたが、円安による原材料価格の上昇や中国景気の減速、欧米金融市場の動向など、先行き不透明な状況が

続いております。

情報サービス業界においては、ユーザー企業の好業績を背景に設備投資が回復基調となり、IT投資・需要が堅調に

推移しました。一方で、IT需要の拡大と技術の高度化を背景に、IT技術者の確保は依然として重要な課題となってお

ります。

このような状況の下、当社は、既存顧客の深耕、新規顧客の開拓等の収益機会の拡大に努めるとともに、事業基盤

強化のため人材確保・育成等の施策を進めました。

この結果、当第２四半期累計期間における経営成績は、売上高は7,000,001千円（前年同四半期比8.8％増）、営業

利益は436,951千円（前年同四半期比4.6％増）、経常利益は453,723千円（前年同四半期比5.3％増）、四半期純利益

は295,178千円（前年同四半期比7.6％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①ソフトウェア開発

既存顧客における各種業務システム開発案件、数値解析案件のほか、金融系のシステム統合案件やERPパッケージ

を活用した基幹システム開発案件等の新規顧客案件が堅調に推移し、売上高は5,044,787千円（前期比15.8%増）、セ

グメント利益は637,856千円（同24.7％増）となりました。

 

②システム運用管理

金融業・通信業向けを中心とした大口顧客向けへの安定した案件が継続しておりますが、一部顧客で終了となる案

件があったこと、また、収益性の高い開発案件へのシフトを行ったことにより、売上高は1,694,470千円（前期比

7.7%減）、セグメント利益は146,148千円（同17.2%減）となりました。

 

③システム機器販売

ソフトウェア開発案件に関連する機器の販売を中心に推移し、売上高は260,743千円（前期比6.7%増）、セグメン

ト利益は9,283千円（同39.3%減）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、106,983千

円増加し、4,447,249千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は419,357千円（前年同四半期は495,356千円の獲得）となりました。これは主に税引

前四半期純利益453,723千円の計上及び売上債権の減少613,352千円により資金が増加した一方、法人税等の支払

267,365千円、未払消費税等の減少205,117千円、たな卸資産の増加108,577千円、仕入債務の減少107,830千円により

資金が減少したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により獲得した資金は510千円（前年同四半期は17,777千円の支出）となりました。これは主に保険積立金

の解約による収入10,505千円により資金が増加した一方、保険積立金の積立5,309千円、無形固定資産の取得4,109千

円により資金が減少したことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は、312,884千円（前年同四半期は103,616千円の支出）となりました。これは主に短

期借入金の返済200,000千円、配当金の支払92,683千円により資金が減少したことによるものであります。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,790,000 8,790,000
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数 100株

計 8,790,000 8,790,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年８月１日 4,395,000 8,790,000 － 750,000 － 1,196,550

（注）株式分割（１：２）によるものであります。
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱総研ＤＣＳ株式会社 東京都品川区東品川四丁目12番２号 1,378,000 15.67

長澤 信吾 東京都文京区 1,307,600 14.87

Minori従業員持株会 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 881,400 10.02

滝澤 正盛 長野県松本市 679,200 7.72

ＳＣＳＫ株式会社 東京都江東区豊洲三丁目２番20号 500,000 5.68

有限会社フライト 長野県松本市大字稲倉130番地１ 348,000 3.95

松田 守弘 大阪市淀川区 257,600 2.93

Minori取引先持株会 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 82,000 0.93

佐藤 育子 東京都武蔵野市 60,000 0.68

森田 昇 東京都台東区 53,800 0.61

計 － 5,547,600 63.11

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式       700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,788,300 87,883 －

単元未満株式 普通株式     1,000 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,790,000 － －

総株主の議決権 － 87,883 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社Minori

ソリューションズ

東京都新宿区西新宿

二丁目４番１号
700 － 700 0.0

計 － 700 － 700 0.0

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,420,265 4,527,249

受取手形及び売掛金 2,507,478 1,894,125

商品 623 100

仕掛品 54,796 163,897

その他 198,959 250,789

貸倒引当金 △1,004 △758

流動資産合計 7,181,119 6,835,403

固定資産   

有形固定資産 131,644 114,330

無形固定資産 94,429 81,855

投資その他の資産   

投資有価証券 518,656 583,400

その他 392,330 369,616

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 910,979 953,008

固定資産合計 1,137,053 1,149,194

資産合計 8,318,172 7,984,597

負債の部   

流動負債   

買掛金 624,039 516,208

短期借入金 702,500 500,000

未払法人税等 283,403 190,155

賞与引当金 256,666 265,999

その他 609,652 395,214

流動負債合計 2,476,261 1,867,577

固定負債   

退職給付引当金 416,464 449,232

その他 28,894 24,383

固定負債合計 445,358 473,616

負債合計 2,921,620 2,341,193

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 1,196,550 1,196,550

利益剰余金 3,340,487 3,543,379

自己株式 △268 △268

株主資本合計 5,286,768 5,489,660

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 109,783 153,743

評価・換算差額等合計 109,783 153,743

純資産合計 5,396,552 5,643,404

負債純資産合計 8,318,172 7,984,597
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 6,435,436 7,000,001

売上原価 5,507,613 5,982,113

売上総利益 927,823 1,017,888

販売費及び一般管理費 ※１ 509,989 ※１ 580,936

営業利益 417,833 436,951

営業外収益   

受取利息 531 3,352

受取配当金 4,570 4,525

保険配当金 8,715 5,901

その他 1,944 4,830

営業外収益合計 15,762 18,608

営業外費用   

支払利息 2,752 1,814

その他 45 21

営業外費用合計 2,798 1,836

経常利益 430,798 453,723

特別利益   

投資有価証券売却益 2,565 －

特別利益合計 2,565 －

税引前四半期純利益 433,364 453,723

法人税、住民税及び事業税 172,526 167,206

法人税等調整額 △13,534 △8,661

法人税等合計 158,991 158,544

四半期純利益 274,372 295,178
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 433,364 453,723

減価償却費 41,697 41,137

貸倒引当金の増減額（△は減少） △89 △246

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,331 9,333

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,066 32,768

受取利息及び受取配当金 △5,102 △7,877

支払利息 2,752 1,814

投資有価証券売却損益（△は益） △2,565 －

売上債権の増減額（△は増加） 216,435 613,352

たな卸資産の増減額（△は増加） △100,749 △108,577

仕入債務の増減額（△は減少） 31,288 △107,830

未払金の増減額（△は減少） △4,063 △16,080

未払消費税等の増減額（△は減少） 120,331 △205,117

その他 △41,018 △22,811

小計 739,679 683,589

利息及び配当金の受取額 5,018 4,865

利息の支払額 △2,760 △1,731

法人税等の支払額 △246,581 △267,365

営業活動によるキャッシュ・フロー 495,356 419,357

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 6,001 －

貸付金の回収による収入 1,146 987

無形固定資産の取得による支出 △28,727 △4,109

保険積立金の積立による支出 △5,309 △5,309

保険積立金の解約による収入 10,294 10,505

差入保証金の回収による収入 953 1,576

その他 △2,136 △3,141

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,777 510

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － △200,000

長期借入金の返済による支出 △5,000 △2,500

配当金の支払額 △79,047 △92,683

その他 △19,568 △17,701

財務活動によるキャッシュ・フロー △103,616 △312,884

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 373,963 106,983

現金及び現金同等物の期首残高 3,705,524 4,340,265

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 4,079,487 ※１ 4,447,249
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

給与手当 225,920千円 245,235千円

賞与引当金繰入額 16,222千円 17,532千円

 

 

 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 4,159,487千円 4,527,249千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,000千円 △80,000千円

現金及び現金同等物 4,079,487千円 4,447,249千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

(１)配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日

取締役会
普通株式 79,103 18  平成26年３月31日  平成26年６月12日 利益剰余金

 

(２)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 74,708 17  平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

(１)配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月22日

取締役会
普通株式 92,287 21  平成27年３月31日  平成27年６月９日 利益剰余金

 

(２)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 123,049 14  平成27年９月30日 平成27年11月26日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額14円には、市場変更記念配当３円を含んでおります。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 
ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

売上高       

外部顧客への売上高 4,355,019 1,836,159 244,257 6,435,436 － 6,435,436

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 4,355,019 1,836,159 244,257 6,435,436 － 6,435,436

セグメント利益 511,535 176,528 15,295 703,359 △285,525 417,833

（注）１．セグメント利益の調整額△285,525千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 
ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム
機器販売

売上高       

外部顧客への売上高 5,044,787 1,694,470 260,743 7,000,001 － 7,000,001

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 5,044,787 1,694,470 260,743 7,000,001 － 7,000,001

セグメント利益 637,856 146,148 9,283 793,287 △356,335 436,951

（注）１．セグメント利益の調整額△356,335千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 31円22銭 33円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 274,372 295,178

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 274,372 295,178

普通株式の期中平均株式数（株） 8,789,298 8,789,244

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．平成27年８月１日付で株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

 

２【その他】

 平成27年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………123,049千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………14円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月26日

（注）１．平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．１株当たりの金額14円には、市場変更記念配当３円を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成27年11月10日

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ  

 取締役会 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 瀬戸   卓   印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 阪田 大門   印

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Minori

ソリューションズの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第36期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年７月

１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Minoriソリューションズの平成27年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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